
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

平
成
十
八
年
十
一
月
九
日

参
議
院
総
務
委
員
会

政
府
及
び
人
事
院
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一
、
人
事
院
は
、
中
立
・
公
正
な
第
三
者
機
関
と
し
て
、
官
民
給
与
の
精
確
な
比
較
等
に
よ
り
公
務
員
給
与
の
適
正
な
水
準
の
維
持
・
確
保
に
努
め

る
こ
と
。

二
、
人
事
院
は
、
俸
給
の
特
別
調
整
額
の
定
額
化
に
つ
い
て
、
民
間
企
業
に
お
け
る
役
付
手
当
の
実
態
な
ど
を
踏
ま
え
、
管
理
職
員
の
職
務
・
職
責

が
的
確
に
反
映
さ
れ
た
も
の
と
な
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

三
、
行
政
の
多
様
化
、
複
雑
・
高
度
化
に
対
応
す
る
た
め
、
専
門
ス
タ
ッ
フ
職
俸
給
表
の
新
設
に
つ
い
て
は
、
各
府
省
に
お
け
る
複
線
型
人
事
管
理

の
取
組
状
況
等
を
踏
ま
え
、
具
体
化
を
図
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

四
、
政
府
は
、
育
児
の
た
め
の
短
時
間
勤
務
制
度
及
び
自
己
啓
発
等
の
休
業
制
度
に
つ
い
て
、
人
事
院
の
意
見
の
申
出
に
基
づ
き
、
関
係
法
案
を
速

や
か
に
提
出
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。

五
、
公
務
員
制
度
改
革
を
検
討
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
労
働
基
本
権
の
在
り
方
も
含
め
、
職
員
団
体
等
の
意
見
を
十
分
聴
取
し
、
理
解
を
得
る
よ
う

最
大
限
努
力
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


